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日付：令和8年6月24日 

 

○帯広市北愛国交流広場条例施行規則 

平成14年８月９日規則第57号 

改正 

平成15年４月１日規則第25号 

平成17年３月31日規則第40号 

平成17年９月30日規則第59号 

平成19年３月30日規則第28号 

平成20年３月31日規則第13号 

平成23年９月30日規則第45号 

平成24年３月27日規則第10号 

平成26年１月９日規則第１号 

平成26年４月30日規則第25号 

平成30年10月１日規則第53号 

令和３年３月29日規則第14号 

令和４年２月21日規則第６号 

帯広市北愛国交流広場条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、帯広市北愛国交流広場条例（平成14年条例第22号。以下「条例」という。）の

施行について必要な事項を定めるものとする。 

（使用の申請等） 

第２条 条例第４条第１項の規定により、交流広場の使用許可を受けようとする者は、帯広市北愛国

交流広場使用許可申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定による使用許可の申請は、使用日の属する月の１年前の月の初日から受け付けるもの

とする。ただし、市長が特に認めたときは、この限りでない。 

（使用の許可） 

第３条 市長は、前条第１項の申請書を受けたときは、その内容を審査し、使用の許可をするときは、

帯広市北愛国交流広場使用許可書（様式第２号。以下「使用許可書」という。）を申請者に交付す

るものとする。 

（不許可の通知） 

第４条 市長は、条例第５条の規定により交流広場の使用を許可しないときは、帯広市北愛国交流広

場使用不許可書（様式第３号）を申請者に交付するものとする。 

（使用許可の取消し及び変更） 

第５条 第３条の規定により使用許可を受けた者（以下「使用者」という。）が、その使用許可を取

り消し、又は使用許可の内容を変更しようとするときは、使用日の７日前までに帯広市北愛国交流

広場使用許可取消・変更申請書（様式第４号）に使用許可書を添えて市長に提出しなければならな

い。この場合において、使用許可の内容の変更により既納の使用料及び電気料（以下「使用料等」

という。）に不足が生じたときは、当該不足の使用料等を徴収する。 

２ 市長は、前項の規定により使用許可の内容の変更を許可したときは、帯広市北愛国交流広場使用

許可変更許可書（様式第５号）を交付するものとする。 

（備付設備の使用料） 

第６条 条例別表備考第４項に規定する電気料は、別表のとおりとする。 

（使用料等の後納） 

第７条 条例第７条ただし書の規定による使用料等の後納は、次の各号のいずれかに該当する場合と

する。 

(１) 行政機関等が使用する場合 

(２) 市長が特別の理由があると認めた場合 

（使用料の減免） 

第８条 条例第８条の規定による使用料の減免は、次のいずれかに該当する場合に行うものとする。
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ただし、電気料については、減免の対象としない。 

(１) 免除 

ア 市が主催又は委託する行事等で利用する場合 

イ 市内の幼稚園、保育所、児童保育センター、特別支援学校、小学校、中学校、義務教育学校

及び帯広市立南商業高等学校が教育又は保育目的で利用する場合 

ウ 免除登録団体が都市と農村の交流をはかり互いの活性化を促進することを目的とした地域行

事等のために利用する場合 

エ その他市長が特に認めた場合 

(２) ５割減額 

ア 市が共催する行事等で利用する場合 

イ 市内の高等学校が教育目的で利用する場合（帯広市立南商業高等学校を除く。） 

ウ 減額登録団体が都市と農村の交流をはかり互いの活性化を促進することを目的とした行事等

のために利用する場合 

エ その他市長が特に認めた場合 

２ 使用料の減免を受けようとする者は、帯広市北愛国交流広場使用料減免申請書（様式第６号）を

市長に提出しなければならない。ただし、免除登録団体及び減額登録団体（以下「減免登録団体」

という。）が減免を受けようとする場合並びに市長が特に認めた場合は、この限りでない。 

３ 市長は、使用料の減免を決定したときは、減免決定書（様式第６号の２）により通知するものと

する。 

（登録団体の申請） 

第９条 前条第２項の減免登録団体は、次のいずれかに該当する団体とする。ただし、興行及び営利

を目的とするものを除くものとする。 

(１) 免除登録団体 

ア 農業関係団体 

イ 北愛国交流広場施設整備に寄与する団体 

(２) 減額登録団体 

コンベンション事業を開催する団体 

２ 前項の減免登録団体の登録をしようとする者は、減免登録団体申請書（様式第６号の３）を市長

に提出しなければならない。 

３ 市長は、前項の申請について減免登録団体として決定したときは、減免登録団体決定書（様式第

６号の４）を申請者に交付し、登録団体名を公示するものとする。 

４ 減免登録団体の登録有効期間は、登録された年度限りとする。 

（使用料等の還付） 

第10条 条例第９条ただし書の規定による使用料等の還付は、次の各号のいずれかに該当する場合に

行う。 

(１) 使用の許可を受けた者の責に帰することのできない理由により、使用不能となったとき。 

(２) 条例第10条第１号の規定により、使用の許可を取り消したとき。 

(３) 第５条第１項の規定により、使用日の７日前までに使用の取消し及び変更を市長に申請して、

市長が相当の理由があると認めたとき。 

２ 使用料等の還付を受けようとする者は、帯広市北愛国交流広場使用料等還付申請書（様式第７号）

を市長に提出しなければならない。 

（特別施設の承認） 

第11条 条例第12条の規定により特別の設備を設け、又は特殊物件を搬入しようとする者は、帯広市

北愛国交流広場特別施設設置等申請書（様式第８号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請を許可したときは、帯広市北愛国交流広場特別施設設置等許可書

（様式第９号）を申請者に交付するものとする。 

（使用者の遵守事項） 

第12条 使用者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(１) 使用許可を受けた施設以外の施設を占用しないこと。 

(２) 使用許可を受けた設備以外のものを使用しないこと。 
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(３) 火気の取扱いに十分留意すること。 

(４) 使用時間を遵守すること。 

(５) 危険及び事故防止に努めること。 

(６) ゴミ類については、使用者の責任において処理すること。 

(７) 車は、場内の駐車場に駐車すること。 

(８) 使用後は係員の点検を受けること。 

(９) その他係員の指示に従うこと。 

（損害賠償） 

第13条 条例第14条に規定する損害の賠償額は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 損傷 修繕に要する額 

(２) 滅失 残存価格に見合う額 

（指定管理者に管理を行わせる場合の取扱い） 

第14条 条例第15条の規定により指定管理者に交流広場の管理を行わせる場合における第２条から第

５条まで及び第11条の規定の適用については、これらの規定中「市長」とあるのは「指定管理者」

と、第２条第１項中「様式第１号」とあり、第３条中「様式第２号」とあり、第４条中「様式第３

号」とあるのは「指定管理者が定める様式」と、第５条第１項中「様式第４号」とあるのは「指定

管理者が定める様式」と、「使用料及び電気料（以下「使用料等」という。）」とあるのは「利用

料金」と、「使用料等を徴収する」とあるのは「利用料金を指定管理者に収受させる」と、同条第

２項中「様式第５号」とあるのは「指定管理者が定める様式」と、第11条第１項中「様式第８号」

とあり、同条第２項中「様式第９号」とあるのは「指定管理者が定める様式」とする。 

（補則） 

第15条 この規則に定めるもののほか、交流広場の管理その他必要な事項については、市長が別に定

める。 

附 則 

この規則は、平成14年８月10日から施行する。 

附 則（平成15年４月１日規則第25号） 

この規則は、平成15年４月１日から施行する。 

附 則（平成17年３月31日規則第40号） 

この規則は、平成17年４月１日より施行する。 

附 則（平成17年９月30日規則第59号） 

この規則は、平成17年10月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月30日規則第28号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年３月31日規則第13号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に残存する用紙は、なお当分の間使用することができる。 

附 則（平成23年９月30日規則第45号） 

この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年３月27日規則第10号） 

この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年１月９日規則第１号） 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年４月30日規則第25号） 

この規則は、平成26年５月１日から施行する。 

附 則（平成30年10月１日規則第53号） 

この規則は、平成30年10月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月29日規則第14号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
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附 則（令和４年２月21日規則第６号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

別表（第６条関係） 

電気料 

区分 容量 単位 金額 

展示場照明  １時間までごとに 160円 

交流場照明  １時間までごとに 60円 

展示場コンセント １系統１ｋｗ以内 １時間までごとに 10円 

広場コンセント盤 １か所５ｋｗ以内 １時間までごとに 80円 
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様式第１号（第２条関係） 
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様式第２号（第３条関係） 
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様式第３号（第４条関係） 
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様式第４号（第５条関係） 
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様式第５号（第５条関係） 
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様式第６号（第８条関係） 
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様式第６号の２（第８条関係） 
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様式第６号の３（第９条関係） 
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様式第６号の４（第９条関係） 

 



14/16 

様式第７号（第10条関係） 
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様式第８号（第11条関係） 
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様式第９号（第11条関係） 

 


